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１ 計画策定の趣旨 

 

水道事業は、「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向

上と生活環境の改善とに寄与すること」を目的としています。 

湧別町においては上水道事業、川西地区簡易水道及び開盛地区簡易水道を運

営し、地域住民に水道水を提供しています。 

湧別町の上水道事業は、合併前から旧上湧別町と旧湧別町の２町が共同で東

山浄水場を整備する等、広域的に整備をしてきた経緯があります。 

また、営農用水事業により整備された給水区域も広大です。 

 

水道事業を含む町内のインフラについては、平成29年度に「第2期湧別町総合

計画」及び「湧別町公共施設等総合管理計画」をそれぞれ策定しており、これ

らの計画の中で、水道事業については管路の老朽化や町内最大規模の東山浄水

場の更新の必要性を確認し、将来の給水人口や需要減少に備えて、設備規模縮

小、料金体系見直し、他自治体との広域連携等も検討課題としています。 

ここでは、上水道事業について適正な資産管理による清浄な浄水供給の継続

を目的に、そのために必要となる効率的経営について総務省が定める様式を基

に「上水道事業経営戦略」を策定します。 

 

 

 
図 計画策定の趣旨 

  

効率的経営 適正な資産管理 浄水供給の継続 
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２ 経営の基本方針 

 

湧別町では平成29年4月に「下水道事業経営戦略」を策定済です。 

同戦略においても少子高齢化、人口減少を課題としており、短期間での経営

改善は急激な料金改定を要し、町民の負担につながることから平成48年度まで

の20年間を計画期間としているため、水道事業においても平成48年度（2036年

度）までの約20年間を計画期間に定めます。 

今後の水道事業を効率的かつ健全に運営することを目的にこの「上水道事業

経営戦略」を策定し、総合計画で定める下記基本方針の実現を図ります。 

 

 

基本方針 

●良質な水源の確保や安全・安心で安定した水道水が供給

されている。 

●供給されている水道水の水質管理が徹底されている。 

●水道施設の適正な維持管理が行われている。 

 

 

 
図 給水人口の現状と見通し 
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３ 湧別町上水道の現状 

 

①組織及び人材に関する現状 

 

湧別町水道課では、本件で取り上げている水道事業の他、簡易水道事業及び

下水道事業（特定環境保全公共下水道事業・漁業集落排水事業・個別排水処理

事業）を所管しています。 

平成28年4月の機構改革により、上下水道の管理部門を統合して、組織的に一

体となって企業の運営を行い、経費の節減を図っています。 

 

表 湧別町水道課 

水道課 

上下水道係 水道事業・下水道事業の計画、水道料金、水道メーターなど 

施設整備係 
水道事業・下水道事業の調査設計、終末処理場、浄化槽の計画・設置

など 

 

 

 

②上水道整備（耐震性、老朽化）に関する現状 

 

施設の耐震性については既に調査を終えており、上水道の主要施設について

は耐震化工事の必要はありません。 

一方、古く耐震性が劣る管路が残っています。 

 

 
図 管路種別と延長（ｍ） 
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また、上水道では古いものでは1967年度に整備した施設が使用されており、

約50年を経て施設、管路及び設備の健全度に懸念が生じています。 

 

 
図 上水道施設の状況 

 

 

現況では、施設、管路及び設備を合わせた全体の79％が健全資産（耐用年数

以内の使用年数）ですが、このまま更新を行わない場合、10年後の健全資産は

約50％、20年後は約21％に低下し、浄水供給に支障が生じる事態が予想されま

す。 

そのため、中長期的な施設、管路設備の更新計画及び財政措置について、厚

生労働省が推奨しているアセットマネジメント等を検討しています。 

 

 
図 施設の健全度の見通し 
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③使用料、その他収入に関する現状 

 

人口ビジョン等を参考に、今後の給水人口及び給水量を予測すると、人口減

少に従って給水量も減少していく見通しとなります。 

 

 
図 給水量の現状と見通し 

 

 

 

各世帯の料金メーターに届いている給水量（有収水量）の減少は、料金収入

の低下に直結する問題です。 

特に、上水道会計においては収益的収支が赤字の状態が続いており、これ以

上の料金収入の減少は企業会計の健全性を損ないます。 

 

図 収益的収支（2017年度決算） 
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④公営企業の経営に関する現状 

 

次ページに示す業務指標から、以下の経営比較分析を行っています。 

 

 

 

経営の健全性・効率性について 

経営収支比率が100％に達しておらず単年度収支で赤字になっ

ており、合併により簡易水道事業と一部統合になった平成23年度

以来、累積欠損金が年々増大している状況が続いています。 

企業債残高については平均を下回っており、今後も減少してい

く見込みとなっていますが、東山浄水場の大規模な更新による経

費の増大が見込まれているため、これまで以上の経営健全化・効

率化が求められています。 

 

 

老朽化の状況について 

主な浄水場である東山浄水場は昭和59年建設から30年以上経過

し、全面的な更新の時期を迎えています。計装計器、機器を含め

た施設の更新計画については平成27年度から着手しており、今後

更新に係る経費が増大していく見込みとなっています。 

管路の経年化率は平均を下回っていますが、有収率は69.99％と

低い状況が続いており、老朽化した管路の更新計画も必要な状況

になっています。 

 

 

全体総括 

本町の水道事業については累積欠損金が年々増加しており、水

道事業の経営はよい状態とは言えません。 

平成27年度から実施している大規模な浄水場更新は、本設計を

先延ばしていますが、より経済的な更新の施工計画を考えており、

これまで以上に経営の健全化・効率化に取組んでいく必要があり

ます。 

有収率が依然として低い水準のため、老朽化した管路の漏水修

繕等による有収率の増大、未納者対策等の料金収入の確保、維持

管理経費削減の一層の推進などソフト面の経営改善に取り組んで

いくとともに、料金設定の見直しや施設のあり方など抜本的な対

策についても検討していかなければなりません。 
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４ 投資・財政計画 

期間中の投資、財政計画を以下に示します。 

上水道施設、管路及び設備更新の財源については、営農用水事業及び厚生労

働省補助金の活用の他、企業債等を充当することで、可能な限り財源を確保し

ながら実施する計画です。 

 

 
図 建設改良費 

 

 
図 財源内訳（資本的支出） 
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,
7
7
1

2
2
8
,
8
1
6

2
2
6
,
2
6
5

2
3
0
,
8
3
1

2
2
8
,
2
3
8

2
3
4
,
1
3
1

2
4
0
,
0
3
9

2
4
5
,
9
7
8

2
5
1
,
8
5
4

2
5
7
,
7
6
6

2
6
3
,
6
8
2

(
1
)
職

員
給

与
費

(
千

円
)

2
4
,
4
3
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

基
本

給
(
千

円
)

1
3
,
5
7
4

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

退
職

給
付

費
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
そ

の
他

(
千

円
)

1
0
,
8
6
1

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

(
2
)
経

　
費

(
千

円
)

1
1
3
,
9
5
1

1
0
6
,
5
6
2

1
0
5
,
1
1
1

1
0
4
,
9
4
7

1
0
4
,
7
0
6

1
0
4
,
5
0
8

1
0
4
,
3
2
5

1
0
4
,
1
7
3

1
0
3
,
9
5
8

1
0
3
,
7
7
9

1
0
3
,
6
0
4

動
力

費
(
千

円
)

1
4
,
9
0
1

1
5
,
7
9
3

1
4
,
3
4
2

1
4
,
1
7
8

1
3
,
9
3
7

1
3
,
7
3
9

1
3
,
5
5
6

1
3
,
4
0
4

1
3
,
1
8
9

1
3
,
0
1
0

1
2
,
8
3
5

修
繕

費
(
千

円
)

5
4
,
2
7
0

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

材
料

費
(
千

円
)

そ
の

他
(
千

円
)

4
4
,
7
8
0

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

(
3
)
減

価
償

却
費

(
千

円
)

1
0
0
,
3
8
5

9
7
,
5
9
9

9
6
,
4
9
9

1
0
1
,
2
2
9

9
8
,
8
7
7

1
0
4
,
9
6
8

1
1
1
,
0
5
9

1
1
7
,
1
5
0

1
2
3
,
2
4
1

1
2
9
,
3
3
2

1
3
5
,
4
2
3

２
．
営

業
外

費
用

(
千

円
)

2
,
4
1
6

2
,
2
0
0

2
,
0
5
0

1
,
8
9
7

1
,
7
7
1

3
,
6
7
2

5
,
5
7
2

7
,
4
6
8

9
,
3
6
2

1
1
,
2
5
3

1
1
,
9
5
7

(
4
)
支

払
利

息
(
千

円
)

2
,
4
1
6

2
,
2
0
0

2
,
0
5
0

1
,
8
9
7

1
,
7
7
1

3
,
6
7
2

5
,
5
7
2

7
,
4
6
8

9
,
3
6
2

1
1
,
2
5
3

1
1
,
9
5
7

(
5
)
そ

の
他

(
千

円
)

支
出

計
(
千

円
)

2
4
1
,
1
8
7

2
3
1
,
0
1
6

2
2
8
,
3
1
5

2
3
2
,
7
2
8

2
3
0
,
0
0
9

2
3
7
,
8
0
3

2
4
5
,
6
1
1

2
5
3
,
4
4
6

2
6
1
,
2
1
6

2
6
9
,
0
1
9

2
7
5
,
6
3
9

経
常

損
益

(
千

円
)

-
4
9
,
6
7
1

-
3
8
,
2
8
0

-
4
1
,
0
2
7

-
4
7
,
7
2
0

-
1
7
,
1
7
8

-
2
8
,
0
6
1

-
3
8
,
7
8
2

-
4
9
,
0
4
6

-
6
0
,
1
3
1

3
3
,
4
1
5

2
3
,
4
9
5

特
別

利
益

(
千

円
)

特
別

損
失

(
千

円
)

1
3
6

特
別

損
益

(
千

円
)

-
1
3
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(
千

円
)

-
4
9
,
8
0
7

-
3
8
,
2
8
0

-
4
1
,
0
2
7

-
4
7
,
7
2
0

-
1
7
,
1
7
8

-
2
8
,
0
6
1

-
3
8
,
7
8
2

-
4
9
,
0
4
6

-
6
0
,
1
3
1

3
3
,
4
1
5

2
3
,
4
9
5

当
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金
(
千

円
)

-
5
4
5
,
3
4
6

-
5
8
3
,
6
2
6

-
6
2
4
,
6
5
3

-
6
7
2
,
3
7
3

-
6
8
9
,
5
5
1

-
7
1
7
,
6
1
2

-
7
5
6
,
3
9
4

-
8
0
5
,
4
4
0

-
8
6
5
,
5
7
1

-
8
3
2
,
1
5
6

-
8
0
8
,
6
6
1

流
動

資
産

(
千

円
)

1
1
8
,
5
5
8

1
4
0
,
8
6
1

-
1
7
,
0
3
1

2
2
,
7
0
6

5
3
,
0
7
8

7
8
,
8
8
4

1
0
0
,
2
8
5

1
1
7
,
7
3
7

1
3
0
,
4
1
5

1
5
2
,
5
0
5

1
6
2
,
8
5
1

う
ち

未
収

金
(
千

円
)

2
3
,
4
3
5

2
5
,
1
4
1

2
4
,
3
6
1

2
4
,
0
7
1

2
8
,
3
9
3

2
7
,
9
8
0

2
7
,
5
9
3

2
7
,
2
8
1

2
6
,
8
3
3

4
2
,
4
2
0

4
1
,
8
4
3

流
動

負
債

(
千

円
)

2
3
,
9
9
3

1
8
,
0
3
9

1
8
,
1
3
4

1
8
,
4
0
5

1
8
,
4
9
9

1
8
,
8
1
2

1
9
,
1
2
7

1
9
,
4
4
7

1
9
,
8
7
0

2
7
,
4
6
8

3
5
,
1
4
3

う
ち

建
設

改
良

費
分

(
千

円
)

1
0
,
3
8
7

1
0
,
5
3
7

1
0
,
6
9
0

1
0
,
8
4
4

1
1
,
0
0
4

1
1
,
1
6
5

1
1
,
3
2
8

1
1
,
4
9
5

1
1
,
7
6
6

1
9
,
2
1
2

2
6
,
7
3
4

う
ち

一
時

借
入

金
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
う

ち
未

払
金

(
千

円
)

1
1
,
9
4
9

5
,
8
9
6

5
,
8
3
8

5
,
9
5
5

5
,
8
8
9

6
,
0
4
1

6
,
1
9
3

6
,
3
4
6

6
,
4
9
8

6
,
6
5
0

6
,
8
0
3

不
良

債
務

(
千

円
)

0
0

3
5
,
1
6
5

0
0

0
0

0
0

0
0

累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)
3
3
4
.
2
6

3
5
5
.
3
2

3
9
2
.
3
7

4
2
7
.
4
2

3
7
1
.
6
9

3
9
2
.
5
2

4
1
9
.
5
3

4
5
1
.
8
4

4
9
3
.
6
7

3
0
0
.
3
4

2
9
5
.
8
8

地
方
財
政
法
施
行
令
第
1
5
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額

(
千

円
)

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(
千

円
)

1
6
3
,
1
4
9

1
6
4
,
2
5
4

1
5
9
,
2
0
0

1
5
7
,
3
0
8

1
8
5
,
5
2
0

1
8
2
,
8
2
0

1
8
0
,
2
9
7

1
7
8
,
2
5
8

1
7
5
,
3
3
4

2
7
7
,
0
7
4

2
7
3
,
3
0
8

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(
％

)
健
全
化
法
施
行
令
第
1
6
条
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額

(
千

円
)

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る
解
消
可
能
資
金
不
足
額

(
千

円
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

(
千

円
)

1
6
3
,
1
4
9

1
6
4
,
2
5
4

1
5
9
,
2
0
0

1
5
7
,
3
0
8

1
8
5
,
5
2
0

1
8
2
,
8
2
0

1
8
0
,
2
9
7

1
7
8
,
2
5
8

1
7
5
,
3
3
4

2
7
7
,
0
7
4

2
7
3
,
3
0
8

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(
％

)

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出
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表
　

収
益

的
収

支
（

例
）

年
　

度
　

H
3
9

H
4
0

H
4
1

H
4
2

H
4
3

H
4
4

H
4
5

H
4
6

H
4
7

H
4
8

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

項
　

　
目

１
．
営

業
収

益
(
千

円
)

2
7
0
,
4
1
7

2
6
6
,
1
8
8

2
6
2
,
8
3
9

3
0
6
,
5
9
5

3
0
3
,
7
9
8

2
9
9
,
3
3
9

2
9
6
,
0
4
0

2
9
2
,
7
4
2

3
3
5
,
6
5
4

3
3
1
,
3
0
8

(
1
)
料

金
収

入
(
千

円
)

2
7
0
,
2
3
3

2
6
6
,
0
0
4

2
6
2
,
6
5
5

3
0
6
,
4
1
1

3
0
3
,
6
1
4

2
9
9
,
1
5
5

2
9
5
,
8
5
6

2
9
2
,
5
5
8

3
3
5
,
4
7
0

3
3
1
,
1
2
4

供
給

単
価

(
円

/
㎥

)
3
8
2
.
3
6

3
8
2
.
3
6

3
8
2
.
3
6

4
5
1
.
8
2

4
5
1
.
8
2

4
5
1
.
8
2

4
5
1
.
8
2

4
5
1
.
8
2

5
2
2
.
2
7

5
2
2
.
2
7

(
％

)
1
1
8
.
1
7

1
1
5
.
5
9

給
水

原
価

(
円

/
㎥

)
3
8
1
.
5
0

3
9
6
.
1
2

4
0
9
.
8
0

4
2
3
.
8
1

4
3
6
.
5
9

4
5
2
.
0
3

4
6
6
.
1
5

4
8
0
.
5
4

4
9
3
.
6
3

5
0
8
.
9
5

(
2
)
受

託
工

事
収

益
(
千

円
)

(
3
)
そ

の
他

(
千

円
)

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

他
会

計
負

担
金

(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
(
千

円
)

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

1
8
4

２
．
営

業
外

収
益

(
千

円
)

2
6
,
2
9
1

2
6
,
7
5
6

2
7
,
2
2
2

2
7
,
6
9
7

2
8
,
1
7
8

2
8
,
6
6
7

2
9
,
1
6
0

2
9
,
6
5
4

3
0
,
1
4
8

3
0
,
6
4
2

(
4
)
補

助
金

(
千

円
)

1
3
,
6
8
9

1
3
,
6
5
9

1
3
,
6
3
1

1
3
,
6
1
2

1
3
,
5
9
9

1
3
,
5
9
4

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

他
会

計
補

助
金

(
千

円
)

1
3
,
6
8
9

1
3
,
6
5
9

1
3
,
6
3
1

1
3
,
6
1
2

1
3
,
5
9
9

1
3
,
5
9
4

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

1
3
,
5
9
3

そ
の

他
補

助
金

(
千

円
)

(
5
)
長

期
前

受
金

戻
入

(
千

円
)

1
2
,
6
0
2

1
3
,
0
9
7

1
3
,
5
9
1

1
4
,
0
8
5

1
4
,
5
7
9

1
5
,
0
7
3

1
5
,
5
6
7

1
6
,
0
6
1

1
6
,
5
5
5

1
7
,
0
4
9

(
6
)
そ

の
他

(
千

円
)

収
入

計
(
千

円
)

2
9
6
,
7
0
8

2
9
2
,
9
4
4

2
9
0
,
0
6
1

3
3
4
,
2
9
2

3
3
1
,
9
7
6

3
2
8
,
0
0
6

3
2
5
,
2
0
0

3
2
2
,
3
9
6

3
6
5
,
8
0
2

3
6
1
,
9
5
0

１
．
営

業
費

用
(
千

円
)

2
6
9
,
6
3
9

2
7
5
,
5
3
5

2
8
1
,
4
7
0

2
8
7
,
4
1
1

2
9
3
,
3
9
4

2
9
9
,
3
1
0

3
0
5
,
2
6
9

3
1
1
,
2
3
3

3
1
7
,
2
3
3

3
2
3
,
1
8
0

(
1
)
職

員
給

与
費

(
千

円
)

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

2
4
,
6
5
5

基
本

給
(
千

円
)

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

1
3
,
7
2
9

退
職

給
付

費
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
(
千

円
)

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

1
0
,
9
2
6

(
2
)
経

　
費

(
千

円
)

1
0
3
,
4
7
0

1
0
3
,
2
7
5

1
0
3
,
1
1
9

1
0
2
,
9
6
9

1
0
2
,
8
6
1

1
0
2
,
6
8
6

1
0
2
,
5
5
4

1
0
2
,
4
2
7

1
0
2
,
3
3
6

1
0
2
,
1
9
2

動
力

費
(
千

円
)

1
2
,
7
0
1

1
2
,
5
0
6

1
2
,
3
5
0

1
2
,
2
0
0

1
2
,
0
9
2

1
1
,
9
1
7

1
1
,
7
8
5

1
1
,
6
5
8

1
1
,
5
6
7

1
1
,
4
2
3

修
繕

費
(
千

円
)

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

4
6
,
1
4
7

材
料

費
(
千

円
)

そ
の

他
(
千

円
)

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

4
4
,
6
2
2

(
3
)
減

価
償

却
費

(
千

円
)

1
4
1
,
5
1
4

1
4
7
,
6
0
5

1
5
3
,
6
9
6

1
5
9
,
7
8
7

1
6
5
,
8
7
8

1
7
1
,
9
6
9

1
7
8
,
0
6
0

1
8
4
,
1
5
1

1
9
0
,
2
4
2

1
9
6
,
3
3
3

２
．
営

業
外

費
用

(
千

円
)

1
2
,
5
8
5

1
3
,
1
3
7

1
3
,
6
2
5

1
4
,
0
8
7

1
4
,
5
6
7

1
5
,
0
5
5

1
5
,
5
3
7

1
5
,
9
8
4

1
6
,
3
9
8

1
6
,
5
5
0

(
4
)
支

払
利

息
(
千

円
)

1
2
,
5
8
5

1
3
,
1
3
7

1
3
,
6
2
5

1
4
,
0
8
7

1
4
,
5
6
7

1
5
,
0
5
5

1
5
,
5
3
7

1
5
,
9
8
4

1
6
,
3
9
8

1
6
,
5
5
0

(
5
)
そ

の
他

(
千

円
)

支
出

計
(
千

円
)

2
8
2
,
2
2
4

2
8
8
,
6
7
2

2
9
5
,
0
9
5

3
0
1
,
4
9
8

3
0
7
,
9
6
1

3
1
4
,
3
6
5

3
2
0
,
8
0
6

3
2
7
,
2
1
7

3
3
3
,
6
3
1

3
3
9
,
7
3
0

経
常

損
益

(
千

円
)

1
4
,
4
8
4

4
,
2
7
2

-
5
,
0
3
4

3
2
,
7
9
4

2
4
,
0
1
5

1
3
,
6
4
1

4
,
3
9
4

-
4
,
8
2
1

3
2
,
1
7
1

2
2
,
2
2
0

特
別

利
益

(
千

円
)

特
別

損
失

(
千

円
)

特
別

損
益

(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(
千

円
)

1
4
,
4
8
4

4
,
2
7
2

-
5
,
0
3
4

3
2
,
7
9
4

2
4
,
0
1
5

1
3
,
6
4
1

4
,
3
9
4

-
4
,
8
2
1

3
2
,
1
7
1

2
2
,
2
2
0

当
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

又
は

累
積

欠
損

金
(
千

円
)

-
7
9
4
,
1
7
7

-
7
8
9
,
9
0
5

-
7
9
4
,
9
3
9

-
7
6
2
,
1
4
5

-
7
3
8
,
1
3
0

-
7
2
4
,
4
8
9

-
7
2
0
,
0
9
5

-
7
2
4
,
9
1
6

-
6
9
2
,
7
4
5

-
6
7
0
,
5
2
5

流
動

資
産

(
千

円
)

1
6
2
,
2
8
6

1
4
9
,
5
3
3

1
2
8
,
0
8
2

1
0
4
,
6
6
6

1
2
1
,
9
5
7

1
3
3
,
8
0
3

1
3
8
,
9
4
2

1
3
6
,
9
5
0

1
5
1
,
3
3
8

1
5
7
,
5
5
0

う
ち

未
収

金
(
千

円
)

4
1
,
4
0
0

4
0
,
7
5
2

4
0
,
2
3
9

4
6
,
9
4
2

4
6
,
5
1
4

4
5
,
8
3
1

4
5
,
3
2
5

4
4
,
8
2
0

5
1
,
3
9
4

5
0
,
7
2
8

流
動

負
債

(
千

円
)

4
2
,
8
9
5

4
7
,
6
1
0

5
3
,
1
6
8

5
3
,
6
4
6

5
3
,
9
8
7

5
7
,
1
1
4

6
0
,
7
7
1

6
4
,
5
3
4

6
8
,
5
1
1

7
2
,
5
2
4

う
ち

建
設

改
良

費
分

(
千

円
)

3
4
,
3
3
2

3
8
,
8
9
5

4
4
,
3
0
0

4
4
,
6
2
5

4
4
,
8
1
1

4
7
,
7
8
6

5
1
,
2
8
9

5
4
,
8
9
8

5
8
,
7
2
0

6
2
,
5
8
0

う
ち

一
時

借
入

金
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

う
ち

未
払

金
(
千

円
)

6
,
9
5
7

7
,
1
0
9

7
,
2
6
2

7
,
4
1
5

7
,
5
7
0

7
,
7
2
2

7
,
8
7
6

8
,
0
3
0

8
,
1
8
5

8
,
3
3
8

不
良

債
務

(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

累
積

欠
損

金
比

率
(
％

)
2
9
3
.
6
9

2
9
6
.
7
5

3
0
2
.
4
4

2
4
8
.
5
8

2
4
2
.
9
7

2
4
2
.
0
3

2
4
3
.
2
4

2
4
7
.
6
3

2
0
6
.
3
9

2
0
2
.
3
9

地
方
財
政
法
施
行
令
第
1
5
条
第
１
項
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額

(
千

円
)

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(
千

円
)

2
7
0
,
4
1
7

2
6
6
,
1
8
8

2
6
2
,
8
3
9

3
0
6
,
5
9
5

3
0
3
,
7
9
8

2
9
9
,
3
3
9

2
9
6
,
0
4
0

2
9
2
,
7
4
2

3
3
5
,
6
5
4

3
3
1
,
3
0
8

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(
％

)
健
全
化
法
施
行
令
第
1
6
条
に
よ
り
算
定
し
た
資
金
の
不
足
額

(
千

円
)

健
全
化
法
施
行
規
則
第
６
条
に
規
定
す
る
解
消
可
能
資
金
不
足
額

(
千

円
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

(
千

円
)

2
7
0
,
4
1
7

2
6
6
,
1
8
8

2
6
2
,
8
3
9

3
0
6
,
5
9
5

3
0
3
,
7
9
8

2
9
9
,
3
3
9

2
9
6
,
0
4
0

2
9
2
,
7
4
2

3
3
5
,
6
5
4

3
3
1
,
3
0
8

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(
％

)

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出
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表
　

資
本

的
収

支
（

例
）

年
　

度
　

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

項
　

　
目

決
　

算
決

　
算

１
．
企

業
債

(
千

円
)

0
2
,
9
0
0

2
0
6
,
0
0
0

2
0
6
,
0
0
0

2
0
6
,
0
0
0

2
0
6
,
0
0
0

2
0
6
,
0
0
0

8
7
,
7
0
0

8
7
,
7
0
0

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
(
千

円
)

２
．
他

会
計

出
資

金
(
千

円
)

3
,
2
6
9

4
5
,
2
4
8

4
5
,
2
7
0

4
5
,
2
9
2

4
5
,
3
1
5

4
5
,
3
3
8

4
5
,
3
6
1

4
5
,
3
8
5

4
5
,
4
0
9

4
5
,
4
3
4

4
5
,
4
5
9

３
．
他

会
計

補
助

金
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
４

．
他

会
計

負
担

金
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
５

．
他

会
計

借
入

金
(
千

円
)

６
．
国

（
都

道
府

県
）

補
助

金
(
千

円
)

2
7
,
9
5
8

2
7
,
9
5
8

７
．
固

定
資

産
売

却
代

金
(
千

円
)

８
．
工

事
負

担
金

(
千

円
)

９
．
そ

の
他

(
千

円
)

　
計

　
A

(
千

円
)

3
,
2
6
9

4
5
,
2
4
8

4
5
,
2
7
0

4
8
,
1
9
2

2
5
1
,
3
1
5

2
5
1
,
3
3
8

2
5
1
,
3
6
1

2
5
1
,
3
8
5

2
5
1
,
4
0
9

1
6
1
,
0
9
2

1
6
1
,
1
1
7

A
の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
れ
る
支
出
の
財
源
充
当
額

(
千

円
)

　
純

　
計

(
千

円
)

3
,
2
6
9

4
5
,
2
4
8

4
5
,
2
7
0

4
8
,
1
9
2

2
5
1
,
3
1
5

2
5
1
,
3
3
8

2
5
1
,
3
6
1

2
5
1
,
3
8
5

2
5
1
,
4
0
9

1
6
1
,
0
9
2

1
6
1
,
1
1
7

１
．
建

設
改

良
費

(
千

円
)

5
,
7
6
7

4
3
,
7
3
9

2
3
3
,
9
6
2

2
,
8
8
4

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

2
7
8
,
3
8
9

う
ち

職
員

給
与

費
(
千

円
)

0
0

２
．
企

業
債

償
還

金
(
千

円
)

1
7
,
4
5
3

1
0
,
3
8
7

1
0
,
5
3
7

1
0
,
6
9
0

1
0
,
8
4
4

1
1
,
0
0
4

1
1
,
1
6
5

1
1
,
3
2
8

1
1
,
4
9
5

1
1
,
7
6
6

1
9
,
2
1
2

３
．
他

会
計

長
期

借
入

返
還

金
(
千

円
)

４
．
他

会
計

へ
の

支
出

金
(
千

円
)

５
．
そ

の
他

(
千

円
)

　
計

(
千

円
)

2
3
,
2
2
0

5
4
,
1
2
6

2
4
4
,
4
9
9

1
3
,
5
7
4

2
8
9
,
2
3
3

2
8
9
,
3
9
3

2
8
9
,
5
5
4

2
8
9
,
7
1
7

2
8
9
,
8
8
4

2
9
0
,
1
5
5

2
9
7
,
6
0
1

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

支
出

額
に

不
足

す
る

額
(
千

円
)

1
9
,
9
5
1

8
,
8
7
8

1
9
9
,
2
2
9

0
3
7
,
9
1
8

3
8
,
0
5
5

3
8
,
1
9
3

3
8
,
3
3
2

3
8
,
4
7
5

1
2
9
,
0
6
3

1
3
6
,
4
8
4

１
．
損

益
勘

定
留

保
資

金
(
千

円
)

1
9
,
9
5
1

8
,
8
7
8

1
9
8
,
5
7
7

0
3
7
,
9
1
8

3
8
,
0
5
5

3
8
,
1
9
3

3
8
,
3
3
2

3
8
,
4
7
5

1
2
9
,
0
6
3

1
3
6
,
4
8
4

２
．
利

益
剰

余
金

処
分

額
(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
３

．
繰

越
工

事
資

金
(
千

円
)

４
．
そ

の
他

(
千

円
)

　
計

(
千

円
)

1
9
,
9
5
1

8
,
8
7
8

1
9
8
,
5
7
7

0
3
7
,
9
1
8

3
8
,
0
5
5

3
8
,
1
9
3

3
8
,
3
3
2

3
8
,
4
7
5

1
2
9
,
0
6
3

1
3
6
,
4
8
4

補
塡

財
源

不
足

額
(
千

円
)

0
0

6
5
2

0
0

0
0

0
0

0
0

他
会

計
借

入
金

残
高

(
千

円
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

企
業

債
残

高
(
千

円
)

1
5
6
,
1
6
0

1
4
5
,
7
7
3

1
3
5
,
2
3
6

1
2
7
,
4
4
6

3
2
2
,
6
0
2

5
1
7
,
5
9
8

7
1
2
,
4
3
3

9
0
7
,
1
0
5

1
,
1
0
1
,
6
1
0

1
,
1
7
7
,
5
4
4

1
,
2
4
6
,
0
3
2

表
　

他
会

計
繰

入
金

（
例

）
年

　
度

　
H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

項
　

　
目

決
　

算
決

　
算

収
益

的
収

支
分

(
千

円
)

1
2
,
6
0
0

1
3
,
9
5
9

1
3
,
9
3
3

1
3
,
9
0
8

1
3
,
8
8
2

1
3
,
8
5
6

1
3
,
8
2
9

1
3
,
8
0
2

1
3
,
7
7
4

1
3
,
7
4
6

1
3
,
7
1
8

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(
千

円
)

5
0
4

5
9
5

5
6
9

5
4
4

5
1
8

4
9
2

4
6
5

4
3
8

4
1
0

3
8
2

3
5
4

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(
千

円
)

1
2
,
0
9
6

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

1
3
,
3
6
4

資
本

的
収

支
分

(
千

円
)

3
,
2
6
9

4
5
,
2
4
8

4
5
,
2
7
0

4
5
,
2
9
2

4
5
,
3
1
5

4
5
,
3
3
8

4
5
,
3
6
1

4
5
,
3
8
5

4
5
,
4
0
9

4
5
,
4
3
4

4
5
,
4
5
9

う
ち

基
準

内
繰

入
金

(
千

円
)

2
,
5
7
8

1
,
5
0
9

1
,
5
3
1

1
,
5
5
3

1
,
5
7
6

1
,
5
9
9

1
,
6
2
2

1
,
6
4
6

1
,
6
7
0

1
,
6
9
5

1
,
7
2
0

う
ち

基
準

外
繰

入
金

(
千

円
)

6
9
1

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

4
3
,
7
3
9

合
　

計
(
千

円
)

1
5
,
8
6
9

5
9
,
2
0
7

5
9
,
2
0
3

5
9
,
2
0
0

5
9
,
1
9
7

5
9
,
1
9
4

5
9
,
1
9
0

5
9
,
1
8
7
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５ 効率化・経営健全化の取組み 

 

①組織及び人材に関する事項 

湧別町水道課では、本件で取り上げている水道事業の他、簡易水道事業及び

下水道事業（特定環境保全公共下水道事業・漁業集落排水事業・個別排水処理

事業）を所管しています。 

担当職員は、公営企業職員として、事業の能率的な経営と公共性及び企業性

の発揮に努め、目標管理や企業会計など民間の経営管理手法を導入して、経営

能力の向上を図っていかなければなりません。 

既に、専門性の高い浄水場運転管理については平成16年度から民間委託をし

ています。 

また、水道料金メーターの検針業務についても民間に委託しています。 

地方行政を取り巻く環境が非常に厳しくなっている現在、住民サービスの向

上と人件費のバランスを考慮しつつ、窓口業務や料金関係業務の外部委託も視

野に入れ、最小限の人員で最大のサービスの提供ができるよう定員適正化に取

組んでいきます。 

 

 

②上水道整備に関する事項 

 

上水道及びその周辺では既に水道配水管網の整備を完了していることから、

施設拡張よりも更新の段階に移行しています。 

2015年度には、東山浄水場等のプラント機械電気計装設備等について更新計

画を作成しており、財源の確保を検討しているところです。 

 

 

  
 

  
写真 東山浄水場の現況 
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③広域化に関する事項 

 

湧別町の上水道事業は、合併前から旧上湧別町と旧湧別町の２町が共同で東

山浄水場を整備する等、広域的に整備してきた経緯があります。 

また、町内の開盛地区簡易水道は遠軽町から浄水を受水しており、川西のさ

らに西側地区には紋別市が浄水を給水しています。 

このように、水道事業は近傍市町と協力して効率的、効果的な施設展開を図

ってきました。 

今後も他の市町村と連携して事業経営を実施することは、大きなメリットが

あると考えます。 

ただし、北海道では市町村間の距離が離れているのが現状であり、今後新た

な技術により市町村間の連携が可能となるのであれば、経営の安定化を目指し

検討を進めたいと考えます。 

 

 

 
図 水道地図（2017年9月公表） 
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④使用料、その他の収入に関する事項 

 

上水道事業の使用料は、公営企業として独立採算制の原則のもと、決定され

ることとなっています。 

本町の上水道使用料は、昭和61年度に改定を行って以来、現行の使用料で運

営しています。（消費税率変更を除く） 

 

 

表 上水道料金表 

用途 
基本料金（月額） 超過料金 

（1立方メートル毎に） 水量 料金 

家 事 用 10立方メートルまで 2,160円 194円 

営 業 用 20立方メートルまで 4,320円 226円 

官公団体用 20立方メートルまで 4,320円 226円 

工 業 用 40立方メートルまで 7,884円 226円 

営 農 用 10立方メートルまで 1,263円 118円 

営 漁 用 10立方メートルまで 1,263円 118円 

浴 場 用 200立方メートルまで 29,106円 226円 

高齢者用※ 5立方メートルまで 1,080円 － 

臨 時 用 1立方メートルにつき 388円 － 

※高齢者用とは、4月1日を基準日とし、65歳以上の単身者または世帯主が65歳以上の夫婦世帯において使

用するものをいいます。 

※高齢者用で、５立方メートルを超えた時は、基本料金・超過料金は家事用の適用になります。なお、高

齢者用は申請により、その翌月からの適用になります。 
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前述の料金表に基づいて徴収した料金収入を、有収水量で割り返した水道水

１㎥当りの供給単価は約199円/㎥になっていますが、そのための給水原価は260

円/㎥を超えており、料金回収率（供給単価÷給水原価）は70％台です。 

また、収益的収支（経常収益－経常費用）は赤字が続き、経常収支比率（経

常収益÷経常費用）は80％前後に低迷しています。 

 

表 経常収支比率、料金回収率、供給単価、給水原価の実績 

 
経常収益＝料金収入＋他会計補助金＋長期前受金戻入前受金戻入等 

経常費用＝職員給与費＋動力費＋修繕費＋委託料＋減価償却費＋支払利息等 

 

 

これらの不足分を補うために、平成29年度は一般会計からの基準外繰入金を

使用しています。 

 

 
図 基準外繰入金 

  

年　度　 H26 H27 H28 H29
2014 2015 2016 2017

項　　目 決　算 決　算 決　算 決　算
経常収支比率 (％) 81.74 82.67 79.24 83.43

経常収益 (千円) 197,058 193,342 191,112 192,736
経常費用 (千円) 241,068 233,861 241,187 231,016

料金回収率 (％) 74.73 75.87 72.25 75.78
供給単価 (円/㎥) 197.95 198.95 198.87 198.75
給水原価 (円/㎥) 264.89 262.24 275.25 262.26

供給単価 (円/㎥) 197.95 198.95 198.87 198.75
給水収益 (千円) 167,467 164,727 162,875 164,070
年間総有収水量 (千㎥) 846.00 828.00 819.00 825.51

給水原価 (円/㎥) 264.89 262.24 275.25 262.26
経常費用（収益的支出合計） (千円) 241,068 233,861 241,187 231,016
受託工事費 (千円) 0 0 0 0
材料及び不用品売却原価 (千円) 0 0 0 0
付帯事業費 (千円) 0 0 0 0
長期前受金戻入 (千円) 16,969 16,728 15,757 14,518
　計 (千円) 224,099 217,133 225,430 216,498
年間総有収水量 (千㎥) 846.00 828.00 819.00 825.51
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しかしながら、公営企業会計は、独立採算が原則であることから、健全経営

のためには収入増加策、経費削減策が必要となっています。 

このうち、収入増加につながる人口及び給水量の増加は難しい状況であるこ

とから、料金改定について検討する必要が生じています。 

一方、経費の削減については、これまで以上に努めていきますが、老朽設備

の更新がこれ以上伸ばせないことから減価償却費の増加、企業債の使用による

支払利息の増加が避けられない見通しです。 

 

 
図 使用料の減少と支出の増加による赤字の拡大 

 

 

したがって、現在低い水準となっている料金回収率を鑑み、現行の使用料で

は経営が厳しく使用料改定は必要な措置と考えます。 

これまでは下水道事業と同様に政策的な観点から改定を見送ってきましたが、

事業の継続には、常に投資と財源のバランスを考える必要があります。 

更なるコス卜縮減を行うことは当然ですが、財源となる水道使用料の適正化

に努め、住民理解も得ながら段階的に使用料改定を目指します。 

 

 
図 供給単価、給水原価、料金回収率（例） 
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一般会計繰入金の今後の見込みについては、更新事業に着手するため資本的

費用（施設、設備に対する投資）が増加することから、一気に解消することは

難しいものの、料金改定に取り組むことで基準外繰入金を中長期的に維持また

は削減することを目標とします。 

 

 

 
図 基準外繰入金 
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⑤公営企業の経営に関する事項 

 

人口減少、施設老朽化、節水型社会の進行等、下水道と同様に上水道を取り

巻く経営環境は年々厳しさを増しています。 

その中でも、継続的で安定した浄水提供を維持していくために、「資産・資

金・人材」を総合的に管理・運営する基礎資料となる「アセットマネジメント」

を検討しています。 

今後は、「資産・資金・人材」に関する課題を解決し、持続可能な事務管理

を実現するために、関係部門が一体となった事業管理計画を策定し、相互の役

割などを理解しながら、日々の業務を進めて行く事が不可欠です。 

アセットマネジメントは、組織が一体となった事業管理を効率的に進めて行

く為のツールであり、ＰＤＣＡによりブラッシュアップを重ねることで、組織

的な事業運営をより効果的に進めていきます。 

 

 

 
 

図 ＰＤＣＡサイクル 

  

Plan 

計画 

Do 

実行 

Check 

チェック 

Action 

改善 



20 

⑥経費削減に関する事項 

 

浄水場等における光熱水費、薬品費などの維持管理費は、ポンプ場における

動力費等は水道事業に欠かせないものです。 

有収水量の減少による浄水処理効率の低下や施設の老朽化に伴い、維持管理

費は増加する懸念がありますが、水道事業の健全経営のために、総合的な管理

運営に努めます。 

 

 
 

東山浄水場苛性ソーダ注入設備 

 
  

東山浄水場ＰＡＣ注入設備    東山浄水場塩素注入設備 

写真 薬品貯蔵、注入設備の例 

 

 
 

東浄水場配水ポンプ 

写真 加圧ポンプ設備の例 
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⑦情報公開に関する事項 

 

これまでも町の広報誌やホームページを活用して、水道利用者へ適宜清報を

提供してきました。 

今後も、提供する情報とその内容を充実させることを前提に、内容の見直し

や事後検証に取組んでいきます。 

 

 

 
図 湧別町ホームページ 

 

⑧その他重点事項 

 

防災対策や危機管理体制の強化はこれまでも取組んできましたが、一般行政

部局や上水道業務に携わる民間企業、他事業体とも連携して取組んでいきます。 
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